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本日の内容

１．本日の主旨

２．災害廃棄物に関するこれまでの経緯（おさらい）

３．廃棄物処理計画の課題

４．災害時に寄与する平時からの取組
４．１ バイオマスエネルギーの利活用
４．２ クローズドシステム処分場
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本日の主旨

廃棄物処理計画の重要性を、特に、

• 道と市町村との関係

• 平時からの備え

• 広域化

• し尿処理と避難ごみ

について課題を述べたい。
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本日の内容

１．本日の主旨

２．災害廃棄物に関するこれまでの経緯（おさらい）

３．廃棄物処理計画の課題

４．災害時に寄与する平時からの取組
４．１ バイオマスエネルギーの利活用
４．２ クローズドシステム処分場
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災害時の廃棄物対策に係る計画・指針等関係図

参考資料：http://kouikishori.env.go.jp/action/guidance/

廃棄物処理法

基本方針
（環境大臣）
H28.1.21

廃棄物処理
施設整備計画
H25.5閣議決定

都道府県

廃棄物処理計画

災害対策基本法

防災基本計画H28.2.16改正

環境省防災業務計画H28.1.20改正

災害廃棄物対策指針
H26.3策定

大規模災害発生時におけ
る災害廃棄物対策行動指
針 H27.11策定

地域ブロック

大規模災害廃棄物対策
のための協議会等

大規模災害発生時における
災害廃棄物対策行動計画地域防災計画

災害廃棄物処理計画

市町村

廃棄物処理計画 地域防災計画

災害廃棄物処理計画

○○災害における災
害廃棄物処理指針

○○災害における災害
廃棄物処理実行計画

○○災害における災害
廃棄物処理実行計画
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（目的）

第一条 この法律は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃

棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、再生、処分等の

処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生

活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的と

する。

災害廃棄物も同様の枠組みで処理
→ 一般廃棄物であり市町村が処理する責務を有する
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廃棄物処理及び清掃に関する法律及び
災害対策基本法の一部を改正する法律
（2015年7月17日公布、同年8月6日施行）

改正の経緯

参考文献
下山憲治, 自治総研通巻448号, 2016年2月号

①東日本大震災による災害廃棄物処理の特例等

「東北地方太平洋沖地震における損壊家屋等の撤去等
に関する指針」（環境大臣・2011年3月25日）

・3年間で災害廃棄物を処理するとの計画
・作業のための立入や撤去（建物のうち倒壊してがれき
状態になっているもの）
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「廃掃法施行規則改正」
・知事が困難な特別の事業があると認める場合、
30日前までの知事への届け出期間を短縮

（2011年3月31日環境省令第6号）

・最終処分する場合に必要とされる知事の許可制が
届出制に緩和（2011年5月9日環境省令第8号）

「廃掃法施行令改正、廃掃法施行規則改正」
・一般廃棄物の再委託を可能
（2011年7月8日政令第215令、同日環境省令第15号）

②東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法
の制定

・多数の職員や庁舎等の施設が被災し、被災市町村の行政
機能推敲能力が著しく低下 → 県への事務委託

→国が被害を受けた市町村に変わって処理を代行
（国が費用負担）
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③災害廃棄物対策指針策定と災害対策基本法改正

従来より、「広域処理体制の確立」や「仮置き場の確保等」に
ついて、防災基本計画（国）や地域防災計画（地方公共団体）
に記載があった。

「震災廃棄物対策指針」（平成10年厚生省生活衛生局）
→阪神・淡路大震災をきっかけに策定

自治体の対応は鈍く、東日本大震災に十分対応できなかった。

「災害廃棄物対策指針策定」（2014年3月）
→ 都道府県及び市町村における災害廃棄物処理計画の作成

に寄与
「災害対策基本法等の一部を改正する法律」

（2013年6月21日法律第54号）
→政令により、環境大臣が廃棄物処理特例地域を指定して、
廃掃法の各種特例を定める 9

④国土の「強靱化」と本法案提出

「国土強靱化法」（2013年12月11日法律第95号）
「国土強靱化基本計画」（2014年6月3日閣議決定）
「首都直下型地震対策特別措置法」（2015年3月31日閣議決定）
「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する

特別措置法」（2013年11月29日法律第87号）
「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」

（2014年3月28日中央防災会議決定）

「巨大地震発生時における災害廃棄物対策検討委員会」
（環境省、2013年10月設置）

・巨大災害時における災害廃棄物対策のグランドデザイン
(2014年3月）

・巨大災害発生時における災害廃棄物に係る対策スキーム
について（2015年2月）

→国の代行処理 と 都道府県の役割強化 などを提言 10



「巨大災害時には、被災した事業者の主体的な処理も促しつつ、まず

は、被災市町村における処理、次いで非被災市町村及び事務委託を

受けた都道府県が主体となって行う処理など当該都道府県内での処

理、さらには地域ブロックでの広域処理、そして複数の地域ブロックに

またがる広域的な処理を、それぞれ被災の状況及びその地域の処理

能力に応じて適切に組合せた上で、円滑かつ迅速な処理を補完する

観点からの国による代行処理の実施という重層的な対応とすることが

基本となる」

地域ブロック協議会の設置

補完性原則
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廃棄物処理及び清掃に関する法律及び
災害対策基本法の一部を改正する法律
（2015年7月17日公布、同年8月6日施行）

法改正の主旨

① 平時の備えを中心としつつ、通常起こり得る規模の災害対応も
含めた廃棄物処理における災害対策の強化として、災害時において
も適正かつ円滑・迅速な廃棄物処理を図るとの基本理念を明確にす
ること、国、地方公共団体、事業者等、災害時の廃棄物処理に関わ
る者の連携・協力の責務を明確にした上で、その担保として、国が策
定する基本方針等に規定する事項として、災害に向けた備えを追加
すること。また、通常規模の災害が発生したときの円滑・迅速な廃棄
物処理に向けて、災害廃棄物の処分に係る仮設廃棄物処理施設の
設置手続きを簡略化するなどの措置を講ずるものとすること。

第189回国会参議院環境委員会第8号（2015年6月16日）
18頁の望月義夫・環境大臣の発言参照
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② 大規模災害時の廃棄物処理対策の強化として、大規模災害が
発生したときは、通常規模の災害への対策に加え、政令による指定
を受けて、環境大臣が、当該災害廃棄物の処理に関する基本的な
指針を策定すること。

③ 以上の措置及び既存の特例措置によってもなお不十分であると
きは、環境大臣が一定要件の下、被災地域にある市町村の長から
の要請を受け、当該市町村における災害廃棄物の処理を自ら代行
することができること。
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出典：第1回廃棄物処理制度専門委員会資料3‐1、平成28年5月19日 14



15

災害時の廃棄物対策に係る計画・指針等関係図

参考資料：http://kouikishori.env.go.jp/action/guidance/

廃棄物処理法

基本方針
（環境大臣）
H28.1.21

廃棄物処理
施設整備計画
H25.5閣議決定

都道府県

廃棄物処理計画

災害対策基本法

防災基本計画H28.2.16改正

環境省防災業務計画H28.1.20改正

災害廃棄物対策指針
H26.3策定

大規模災害発生時におけ
る災害廃棄物対策行動指
針 H27.11策定

地域ブロック

大規模災害廃棄物対策
のための協議会等

大規模災害発生時における
災害廃棄物対策行動計画地域防災計画

災害廃棄物処理計画

市町村

廃棄物処理計画 地域防災計画

災害廃棄物処理計画

○○災害における災
害廃棄物処理指針

○○災害における災害
廃棄物処理実行計画

○○災害における災害
廃棄物処理実行計画
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出典：第1回廃棄物処理制度専門委員会資料3‐1、平成28年5月19日 21

災害時の廃棄物対策に係る計画・指針等関係図

参考資料：http://kouikishori.env.go.jp/action/guidance/
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災害廃棄物対策行動計画地域防災計画

災害廃棄物処理計画

市町村

廃棄物処理計画 地域防災計画

災害廃棄物処理計画

○○災害における災
害廃棄物処理指針

○○災害における災害
廃棄物処理実行計画
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出典：第1回廃棄物処理制度専門委員会資料3‐1、平成28年5月19日 23

災害時の廃棄物対策に係る計画・指針等関係図

参考資料：http://kouikishori.env.go.jp/action/guidance/
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災害廃棄物対策行動計画地域防災計画
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廃棄物処理計画 地域防災計画

災害廃棄物処理計画

○○災害における災
害廃棄物処理指針

○○災害における災害
廃棄物処理実行計画

○○災害における災害
廃棄物処理実行計画
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出典：第1回廃棄物処理制度専門委員会資料3‐1、平成28年5月19日 25

出典：第1回廃棄物処理制度専門委員会資料3‐1、平成28年5月19日 26



出典：第1回廃棄物処理制度専門委員会資料3‐1、平成28年5月19日
27

災害時の廃棄物対策に係る計画・指針等関係図

参考資料：http://kouikishori.env.go.jp/action/guidance/
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○○災害における災害
廃棄物処理実行計画
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廃棄物処理計画が重要

非常災害時に関する事項の追加
・施策の基本的な考え方
・災害廃棄物対策に係る各主体の役割
・災害廃棄物対策としての処理施設の整備

及び災害時の運用
・災害廃棄物対策に関する技術開発

と情報発信

地域防災計画を考慮し、

「災害廃棄物処理計画」を策定する必要がある。

しかも、平時の備えを中心としつつ、通常起こり得る規模の災
害対応も含めた廃棄物処理における災害対策の強化として。

29

本日の内容

１．本日の主旨

２．災害廃棄物に関するこれまでの経緯（おさらい）

３．廃棄物処理計画の課題

４．災害時に寄与する平時からの取組
４．１ バイオマスエネルギーの利活用
４．２ クローズドシステム処分場
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廃棄物処理計画：課題①

 都道府県と市町村レベルの関係性

・特に都道府県レベルの重要性が増す。

・市町村を巻き込んで策定する必要がある。

特に、政令指定都市やそれに準ずる都市
との連携が重要である。
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 平時からの備えとは？

・まずは自区内の廃棄物処理施設の長寿命化・更新
・焼却施設
・最終処分場（地域にとっては不可欠）

・次に、広域圏での確保
・北海道の広域化計画 機能するか？

→災害を考慮した広域化計画の再構築
が必要ではないか？

・発災時の具体的なスキーム（手続き、依頼、誰、いつ？）

→本当に市町村間（普段廃棄物面ではつきあい
の無い）で可能なのか？ →道の役割の強化

廃棄物処理計画：課題②
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 平時からの備えとは？

・民間との連携
・協定締結は進んでいる、しかし。。。。

・発災時の具体的なスキーム（手続き）
・依頼の仕方（誰、いつ？）
・周辺住民との合意形成

・現時点で、民間にできることはやってもらう
ことも重要ではないか？

廃棄物処理計画：課題③

33

 広域化

・現行の広域化計画は、ダイオキシン類発生抑制
に端を発した「焼却炉の大規模化」を目的としていた。

・物の種類や性状に応じた「地域循環圏」の考え方

・災害廃棄物処理を考慮した広域化計画とは？
・災害時のみの広域連携なのか？
・平時からの取組なのか？

・人口減社会、高齢化社会に突入、人口密度が低い
北海道の地域特性を考慮してどうするか？

廃棄物処理計画：課題④
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 し尿処理と避難ごみ

・仮設トイレの備蓄、民間団体（レンタル業者）との協定
・し尿の収集体制確立のための機材の確保

・3～4日後には、収集運搬・処理を開始し、廃棄物の
腐敗に伴う害虫の発生や生活環境悪化に伴う
感染症の発生及び蔓延を防止

廃棄物処理計画：課題⑤

旧し尿処理施設の一部利用はできないか
自地域の最終処分場の確保（産廃含む）が重要

（仮置き場、処理・処分施設として）
35

本日の内容

１．本日の主旨

２．災害廃棄物に関するこれまでの経緯（おさらい）

３．廃棄物処理計画の課題

４．災害時に寄与する平時からの取組
４．１ バイオマスエネルギーの利活用
４．２ クローズドシステム処分場
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循環型社会

Waste

Energy Food

低炭素社会 自然共生社会

：３つの社会
持続可能性

Waste to Energy 食品廃棄物
家畜ふん尿

未利用バイオマス

（食物，飼料）

資源作物による
バイオマスエネルギー

２１世紀環境立国戦略（３社会をバイオマス利活用から見た例）

（廃棄物系バイオマス）

バイオマスの
利活用

バイオマス利活用の意義
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エコロジー（Ecology）が地域経済(Economy)へ貢献

環境省：循環白書(H27）

①地域経済における環境の力

域外への資金流出をできるだけ少なくし、
内部へ循環する。

日本がエネルギー購入のために海外への
支払額28兆円
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エコロジー（Ecology）が強靱化へ貢献

環境省：循環白書(H27）

②防災・減災における環境の力
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バイオマス利活用検討の考え方④

・自治体としてやるべきことと、バイオマス利活用を一緒に考える。

（例）
１）雇用対策
２）地域の公共施設の建設・更新（庁舎、学校、温水プールなど）
３）防災・減災対策（エネルギーバックアップ施設）
４）福祉（高齢者、障害者）
５）除雪、などのサービス など

40環境省：循環白書(H27）



‐ バイオマスを用いた地域熱電併給システム
木質系バイオマス

：Combined Heat & Power, CHPシステム
生ごみ、下水汚泥、家畜ふん尿など

：バイオガスプラント

‐ 燃料電池（水素）を用いた熱電併給システム

＜自治体が導入する理由＞
地域資源の利活用や地域振興の他に、災害時において
①自治体の最低限の機能維持
②避難所等へのエネルギー供給
③病院や福祉施設など緊急度の高い施設へのエネルギー供給

自治体の小規模・自立分散型熱電併給システム
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本日の内容

１．本日の主旨

２．災害廃棄物に関するこれまでの経緯（おさらい）

３．廃棄物処理計画の課題

４．災害時に寄与する平時からの取組
４．１ バイオマスエネルギーの利活用
４．２ クローズドシステム処分場
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クローズドシステム処分場

池田町のCS処分場
（屋根：96.84×310.44m
容量：約30万m3） 43

クローズドシステム処分場（CS処分場）
～建設件数の増大と大規模化～
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図3 クローズドシステム処分場の実績
（NPO･LSAが把握している施設のみ）
（2015年3月時点の集計であり、その時点では
2016年度は供用開始予定である）
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図4 クローズドシステム処分場の施設規模の推移
（NPO･LSAが把握している施設のみ）
（2015年3月時点の集計であり、その時点では
2016年度は供用開始予定である）
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CS処分場
（全国分布）

NPO・最終処分場技術システム研究協会把握分のみ掲載

雨

光
風

廃棄物

搬入管理
内部環境

温度
湿度
粉塵
臭気, etc

ガス

浸出水

再生

前処理

地下水立地、基盤 → 土木構造物

埋立構造

安定化再資源化

外部環境

人工散水、換気

遮水壁遮水壁

境界（シェルター）

基盤

コントロール

クローズドシステム型処分場
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クローズドシステム処分場のコンセプト
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埋立物
（焼却残渣・不燃物）

自然降雨
（豪雨・台風の影響大きく受ける）

自然降雨（豪雨・台風の影響なし）

オープン型処分場(オープン型)クローズドシステム処分場(CS処分場)

人工散水（定期的）

埋立物
（焼却残渣・不燃物）

屋根が必要（コスト大）
浸出水処理施設規模 小（コスト小）
安定化に関するデータ少ない

環境リスク
貯留槽と浸出水処理施設 大（コスト大）

安定化に関するデータ豊富だが、機構が
複雑なため浸出水量・質の予測は困難

想定外の豪雨・台風でも影響は最小
災害リスク

想定外の豪雨・台風により、貯留槽・浸
出水処理施設規模不足となり、内部貯留
せざるを得ない→地下水汚染可能性 大

内部環境の制御可能なので、適切な環境
下での資源の保管・取り出しが可能

資源枯渇
リスク

資源の保管・掘削の事例あるが、大がか
りな粉塵・防音対策等が必要

内部貯留

48



ハイブリッド型最終処分場
コンクリート躯体製の処分場（覆蓋付含む、いわゆるクローズド型処分場）と一般的な
二重遮水構造の処分場の2つの構造形式の処分場を1つに集約した構造を基本とし
た処分場

保管機能と安定化機能

低リスクと高リスク

飛灰と焼却灰

不燃破砕物と焼却残渣

災害廃棄物の仮置き場
と処分物

など

考えられる組合せ例
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ご静聴ありがとうございました。

計画が無ければ何も始まりません。

良い計画を！

石井一英 k‐ishii@eng.hokudai.ac.jp
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たかが計画、されど計画

計画は、紙切れですが、


